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安全確保に係る基本的考え方としての「深層防護」 

 「深層防護」を含め、従来から大事と言われてきた
原則的考え方は、事故の後でもやはり大事である      

 継続的改善 

 リスク情報の活用 

 運転経験の反映 

 産学官の協力と規制の独立性 

 リスクに係る対話  
           （日本原子力学会 原子力安全部会 福島第一事故セミナー報告書） 

「深層防護、多様性、継続的改善、運転経験の反映といった、原子力安全原則
の基盤を形成する考え方は、事故以前から大事と考えられており、事故の後で
もやはり大事である。」  

  （OECD/NEA, “The Fukushima Daiichi Nuclear Power Plant Accident –  

   OECD/NEA Nuclear Safety Response and Lessons Learnt”, 2013）  
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深層防護の重要性の再認識 

設計・建設・運転・保守の品質 

異常を通常状態に戻す制御系 

原子炉を停止・冷却する安全系 

アクシデントマネジメント 

緊急時対応と防災 

https://iec.iaea.org/inesrilt/より抜粋 

https://iec.iaea.org/inesrilt/
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深層防護と事故・トラブル 

https://iec.iaea.org/inesrilt/より抜粋 5 

https://iec.iaea.org/inesrilt/
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外的事象に対する深層防護の「設計」 

https://iec.iaea.org/inesrilt/initiator 

 地震・津波などの外的事象では、以下の2種類の機能喪失が同時に起こりうる 

 

① 起因事象（発端事象） 

   を発生させるような 

   機器等の機能喪失 

② 深層防護の層自体 

   の機能喪失 

 

 

 深層防護各レベルに対して、 

  外的事象に対する「要求性 

  能水準」をどう設定するか？ 
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多段階のリスク低減スキーム 

影響 

確率 

リスク受容可能
領域 

対応① 
（異常発生防止） 

対応② 
（事故発生防止） 

対応③ 
（影響緩和） 

高田（2015）に加筆・修正 
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内包するハザードと深層防護 

https://iec.iaea.org/inesrilt/より抜粋 8 

https://iec.iaea.org/inesrilt/
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規制委「実用発電用原子炉の安全性向上評価に関する運用ガイド」 

設置者は、安全性の向上のため自主的に講じた措置に
ついて、以下を規制委に説明する 

- 安全性の向上に向けた継続的取組の方針 

- 保安活動の実施状況、最新の知見等の調査結果 

- 安全性向上計画 

- 追加措置の内容 

- （実施した場合には）外部評価の結果 

 

自主的に講じた措置の調査及び分析についても説明 

- その時点における施設を最新手法で評価する。 

- 確率論的リスク評価（PRA）、安全裕度評価も実施。 
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継続的な安全性向上に関する意思決定 

歴史記録の根拠や経験などが限られる、不確実さのもとで、どのように原子力発
電所の安全を運用し、継続的なリスクマネジメントの成功に資するか？ 

専門家の意見の相違を含めた知識の不確実さをどのように取り扱うか？ 

研究開発や国内外の最新知見の取り込みの継続的実施をどのように行い、設
計思想の陳腐化を防ぐか？ 

などについて、具体的な方法論の検討が必要である 

 

ステークホルダー間のコミュニケーション 

意思決定に対して、高い説明性や透明性を確保するためには必須 

発電所を含めた広域で被害が同時に発生する外的事象では、被害や緊急時対
応が相互に依存 

これらの具体的な方法論についても議論の深化が必要 
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安全性向上への取り組みの基本となる考え方及び意思決定の原
則駅考え方を踏まえた、包括的且つ継続的に安全性を向上する
ための枠組み例 

継続的改善のための意思決定と実行のあり方 検討例 
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統合的意思決定プロセス 

安全性向上の枠組みを踏まえて、種々の意思決定をする際の
個々の実施事項とその関係性を明らかにした統合的意思決定プ
ロセスを構築した。 
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バリューインパクト解析の例 

バリュー－インパクト 

炉心損傷頻度 

総バリュー（被ばく低
減等） （1000ドル） 

総インパクト（コスト、
影響） （1000ドル） 

     オプション2 
（高信頼性耐圧強化ベン
ト） 

     オプション3 
（工学的フィルタベント系） 

2027 

  2×10-5/年   2×10-4/年 

     7353 

     9380      16480     938 

   -1089      353 

 オプション 

  2×10-5/年   2×10-4/年 

    1648 

   -14479 

対象プラント 

事象シナリオ 

解析コード 

BWR Mark Ⅰ型格納容器 Peach Bottom 2、3号機 

長期、短期全交流電源喪失 

MELCOR（熱水力及びFP移行挙動）、MACCS2（所外被ばく線量） 

（SECY-12-0157） 

16127 

（注）2015年8月、NRCはフィルタ・ベントの改善指令について本要件を規則として成文化しない方針を決定 

米国原子力規制委員会による格納容器ベントに関する解析事例 
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多段階のリスク低減スキームとリスクに関する対話 

影響 

確率 
対応① 
（異常発生防止） 

リスク受容可能
領域 

対応② 
（事故発生防止） 

対応③ 
（影響緩和） 

高田（2015）に加筆・修正 
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IRRS（Integrated Regulatory Review Service）を経て、次のステップへ 

IRRS チームは、以下の点を良好事例として特定 

 独立性及び透明性を体現した、権限が強化された規制機関の設置
に係る法的枠組みの構築や国家組織上の位置付けを行った 

 原子力規制委員会が自然災害対応、重大事故対策、緊急時の対応
や既存施設の安全性強化といった分野において、福島第一事故の
教訓を日本の新たな規制の枠組みに迅速かつ実効的に反映させた 
 

IRRS ミッションでの、改善のための勧告及び助言の例 

 原子力規制委員会は、有能で経験豊富な職員の獲得や、教育・訓
練・研究・国際協力を通じた原子力及び放射線安全に関する職員の
力量の向上に取り組むべき。 

 日本の当局は原子力施設、放射線利用施設に対する原子力規制委
員会の検査の実効性が担保されるよう、関連法令を改正するべき。 

 原子力規制委員会は全ての被規制者とともに、常に問いかける姿勢
を養うなど、安全文化の浸透に向けた努力を強化するべき。 
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安全研究のロードマップ・将来の人材 

① 既設の軽水炉等のリスク情報の利活用の高度化 

⑦ 従来の発想を超える、軽水炉に適用可能な革新的技術開発 

⑧軽水炉の安全な持続的利用のために必要な人材の維持 

結果として輩出 持続的な貢献 

② 既設の軽水炉等の事故発生リスクの低減 
深
層
防
護 

設計から廃炉までの既設炉安全対策 

③事故発生時のサイト内の事
故拡大防止方策 

⑤
既
設
炉
の
廃
炉 

の
安
全
な
実
施 

④事故発生時のサイト外の被
害極小化方策 

⑥
核
不
拡
散
・ 

核
セ
キ
ュ
リ
テ
ィ
対
策 
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①「既設の軽水炉等のリスク情報の利活用の高度化」 ロードマップ例 

リスクが極小化されるマネジメント策とそのため
の組織・制度を整備する
(S101M101L102_z01,M101L101_a02, 

M103L101_a04)

リスクマネジメント分野で活躍が国内外でできる人材を継続的に輩出し維持する

リスク情報や安全目標に関する最新知見を国際的に共有して世界の原子力安全に貢献する
(S110M106L103_d02)

丁寧な対話を通じ、社会的に合意された安全目標
の継続的な見直しを図る(S101M101L102_z01)

原子力施設の安全目標についての社会との丁寧な対話を
行う (S103M102L101_b01)

最新のリスク情報に基づいたマネジメントや意思決定の改
善によるリスクの低減を図る (M103L101_a04, 

S102M101_a01)

リスク情報を効果的に活用する制度や知識基盤の整備を
進める (S101M101L102_z01,S110M106L103_d02,

S103M102L101_b01)

効果的なリスク低減策を設計へ反映する活動を継
続し、リスクが極小化された世界標準の原子力プ
ラントを設計する
(S111M107L103_d42 ,S111M107L104_d10, 

L103_d16)

不確実性が限定されたリスク情報とその活用方
法を国際的に共有する (M104L103_c06,

S103M102L101_b01)

最新の知見・技術に基づく大規模自然災害によるリスクを
含めた網羅的なリスクの把握と精緻化を継続的に実施す
る (M104L103_c06, S103M102L101_b01)

リスク情報の活用による地域防災や広域防災の能力を向上
する(S104_b04, S104M101L102_b02-1&2&3)

リスク情報を把握するための手法やデータの整備を行う
(S111_d13)

ハ
ー
ド

ソ
フ
ト

人
材
育
成

様
々
な
リ
ス
ク
を
把
握
す
る

リスク情報の扱いに長けた人材を国内から輩出する

1F事故の教訓を国際的に共有する(S110M106L103_d02)

解析手法の高度化や最新技術の活用により、地震や津波に
ついてのリスク情報の精緻化を図る (S106_c04, 

S106_c05)

地震・津波以外の自然災害・事故についてのリスクの網羅
的な把握と、対策の重要度の検討を行う (S106_c03)

リ
ス
ク
情
報
を
踏
ま
え
て
対
策
を
と
る

リ
ス
ク
情
報
を
社
会
と

共
有
す
る

リスク情報をマネジメントや意思決定に活用する (S111_d29, 

S102M101_a01, S102_a09)

原子力施設のリスクについての社会との丁寧な対話を行う
(S103M102L101_b01)

リスクマネジメントに関する人材研修の海外からの受け入れを継続的に行う

リスクの低減を加速するための制度や知識基盤の整備を進
める(S101M101L102_z01, S110M106L103_d02)

自然災害の発生頻度を含む、リスクに関連する様々な分野
を俯瞰できる人材を輩出する

安全目標に関わるリスク情報を得るための継続的な研究を実施する (S101M101L102_z01 , S103M102L101_b01)1F事故を踏まえ安全目標の自主的な再設定を行う
(S101M101L102_z01 )

極めて稀に発生する大規模自然災害を含め、リスクを効果
的に低減する機器開発を継続し、その知見を設計に反映
する
(S111M107L103_d42)

大規模自然災害によるリスク情報を活用した機器を導入・開
発する (S110_c10)

1F事故の知見を活用した機器の導入・開発を行う
(S111M107L103_d42)

リスク情報の活用による地域防災や広域防災の能力を継続的に向上する (S101M101L102_z01, 

S104M101L102_b02-1&2&3, M102L101L104_b08)

4.71,4.43 ◎ 4.71,4.43 ◎ 3.86, 3.71 ○

4.75,4.50 ◎ 4.63, 4.30 ◎

4.86,3.86 ○

4.43, 4.57 ◎

4.71,4.29 ◎ 3.86, 3.71 ○ 4.71,4.29 ◎ 3.86, 3.71 ○

3.88,3.25 ○

4.50,4.00 ◎ 4.50, 4.00 ◎ 4.63,5.13 ◎ 4.25, 4.25 ◎4.50,4.00 ◎

4.71,4.43 ◎ 3.50, 3.13○ 4.71,4.43 ◎ 3.50, 3.13 ○ 3.86, 3.71 ○

4.50,4.38 ◎ 4.43, 3.43 ○ 4.00, 2.88 ○ 4.25,3.13 ○ 4.43, 3.43 ○

3.86,3.71 ○ 3.86,3.71 ○ 4.71,4.43 ◎

4.71,4.43 ◎ 4.00, 2.63 ○ 4.25 3.13 ○

4.13,3.13 ○ 4.25, 2.75 ○ 4.5, 2.25 ○ 4.38, 2.38 ○

3.50,3.13 ○ 3.50,3.13 ○

4.71,4.43 ◎ 4.25, 2.75 ○ 4.5, 2.25 ○ 4.38, 2.38 ○ 3.25, 4.13 ○

Stage1（短期） Stage2（中期） Stage3（長期）
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最後に 

外的事象を考慮すれば、原子力発電所単体ではなく、発電所敷地
を含めた地域全体で同時に被害が発生する 

 

原子力安全の実現には、 

事業者、協力企業、規制機関など原子力発電所に直接かかわ
る利害関係者のみでは困難 

地域住民、地方自治体、一般防災を扱う国の諸機関などの個々
の取組みに加えて、それらの統合的な枠組みが不可欠 

 

ランダム故障を中心に考えてきた「深層防護」の概念を、プラント
設計から広域被害に対する緊急時対応まで考慮できる枠組み
へ展開することが必要 


